
病床機能報告に関する申出書 

 

 

令和 ４ 年 ３ 月１７日  

 

 熊本県知事   蒲島 郁夫 様 

 

所  在  地 熊本県天草市久玉町５７１６－６     
 

医療機関名 医療法人社団 孔和会 松本内科・眼科  
 

代表者職氏名 理事長  松本 英子        印 
 

許可病床数 一般病床 １５(床)  療養病床   (床) 

 

当院は、下記のとおり病床機能を予定しているので、申出を行います。 

 

１ 直近の病床機能報告内容 

病床機能 基準日(2021.7.1)の病床数 基準日後(2021.7.1)の病床数 

高度急性期   

急性期 １５ １５ 

回復期   

慢性期   

休床等   

合計 １５ １５ 

※本申出書の作成時点において、直近の年度における病床機能報告で報告した

ものを記入してください 

 

上記の基準日後病床機能が基準日病床機能と異なる場合は、その理由を記入してく

ださい。 

【基準日後病床機能が基準日病床機能と異なる理由】 

※特に代表者の変更に伴う病床機能の変更の場合は、その点も記入してください。 

 

 

 



２ 次回の病床機能報告内容（予定） 

病床機能 基準日(2022.7.1)の病床数 基準日後(2022.7.1)の病床数 

高度急性期   

急性期 １５  

回復期   

慢性期  １５ 

休床等   

合計 １５ １５ 

※申出書の作成時点において、次回の病床機能報告での報告予定を記入してく

ださい 

 

上記の基準日後病床機能が基準日病床機能と異なる場合は、その理由を記入してく

ださい。ただし、「１ 直近の病床機能報告内容」の基準日後病床機能が基準日病床機

能と異なる理由と同様の場合は、「１と同様」で構いません。 

【基準日後病床機能が基準日病床機能と異なる理由】 

 医師が高齢となり、数年後には診療所の宿直医師確保が困難になると思われる

が、地域医療を支えるためにも病床数は維持しなければならないと考える。その

ために医師の当直を必要としない介護医療院への転換を考えているが、現行では

療養病床からの転換のみで一般病床からの転換（新設）は認められていない。 

 最終的には介護医療院として地域医療に貢献したいため、今回一般病床から医

療療養病床への転床を希望するところである。 

 

 

３ 休床等を再稼働する場合は、次の点も記入してください。 

１ 休床等の期間   年  月 ～   年  月 

２ 休床等の理由  

３ 再稼働の予定年月日  

４ 再稼働する理由  

５ 医療従事者の確保に

関する計画等 

 

 

 



 

医療法（昭和２３年７月３０日法律第２０５号）抜粋 

法第３０条の１５ 都道府県知事は、第３０条の１３第１項の規定による報告に係る基準日病床機能と

基準日後病床機能とが異なる場合その他の厚生労働省令で定める場合において、当該報告をした病床

機能報告対象病院等（以下この条及び次条において「報告病院等」という。）の所在地を含む構想区

域における病床機能報告対象病院等の病床の当該報告に係る基準日後病床機能に係る病床の機能区

分に応じた数が、医療計画において定める当該構想区域における当該報告に係る基準日後病床機能に

係る病床の機能区分に応じた将来の病床数の必要量に既に達しているときは、報告病院等の開設者又

は管理者に対し、当該報告に係る基準日病床機能と基準日後病床機能とが異なる理由その他の厚生労

働省令で定める事項（以下この条において「理由等」という。）を記載した書面の提出を求めること

ができる。 

２ 都道府県知事は、前項の書面に記載された理由等が十分でないと認めるときは、当該報告病院等の

開設者又は管理者に対し、協議の場における協議に参加するよう求めることができる。 

 

 

平成３０年２月７日付け厚生労働省医政局地域医療計画課長通知抜粋 

イ．病床が全て稼働していない病棟を有する医療機関への対応 

（ア）全ての医療機関に関すること 

都道府県は、病床機能報告の結果等から、病床が全て稼働していない病棟（過去１年間に一度

も入院患者を収容しなかった病床のみで構成される病棟をいう。以下同じ。）を有する医療機関を

把握した場合には、速やかに、当該医療機関に対し、地域医療構想調整会議へ出席し、①病棟を

稼働していない理由、②当該病棟の今後の運用見通しに関する計画について説明するよう求める

こと。～省略～。 

（イ）留意事項 

都道府県は、病床がすべて稼働していない病棟を再稼働しようとする医療機関の計画を把握し

た場合には、当該医療機関の医療従事者の確保に係る方針、構想区域の他の医療機関の診療実績

や将来の医療需要の動向等を踏まえ、現在稼働している病棟の稼働率を上げたとしてもなお追加

的な病棟の再稼働の必要性があるか否かについて地域医療構想調整会議において十分に議論する

こと。特に、再稼働した場合に担う予定の病床機能が、構想区域において過剰な病床機能である

場合には、過剰な病床機能へ転換するケースと同様とみなし、より慎重に議論を進めること。 

 

ウ．新たな医療機関の開設や増床の許可申請への対応 

（ア）全ての医療機関に関すること 

都道府県は、新たに病床を整備する予定の医療機関を把握した場合には、当該医療機関に対し、

開設等の許可を待たずに、地域医療構想調整会議へ出席し、①新たに整備される病床の整備計画

と将来の病床数の必要量との関係性、②新たに整備される病床が担う予定の病床の機能と当該構

想区域の病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量との関係性、③当該医療機能を担う上での、

雇用計画や設備整備計画の妥当性等について説明するよう求めること。なお、開設者を変更する

医療機関（個人間の継承を含む）を把握した場合にも、当該医療機関に対し、地域医療構想調整

会議へ出席し、当該構想区域において今後担う役割や機能について説明するよう求めること。 

～省略～ 


